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衆議院財務金融委員会ニュース

H24.3.7 第 180 回国会第６号

3月 7日（水）、第６回の委員会が開かれました。

１ 平成 24年度における公債の発行の特例に関する法律案（内閣提出第２号）

特別会計に関する法律の一部を改正する法律案（内閣提出第３号）

租税特別措置法等の一部を改正する法律案（内閣提出第８号）

・安住財務大臣、自見国務大臣（金融担当）、五十嵐財務副大臣、大串内閣府大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を

行いました。

（質疑者及び主な質疑内容）

三 村 和 也君（民主）

・社会保障・税に関わる番号制度が導入されることで、

色々なことが期待されると思うが、制度導入の意義及

び利用者の利便性について伺いたい。また、導入に当

たって必要な費用の総額はいくらか。

・政府全体のＣＩＯ（最高情報セキュリティ責任者）の

設置をする必要があると思うがいかがか。

・周波数オークションを導入する必要があると思うが、

諸外国の周波数オークション導入例について伺いたい。

また、電波利用料を一般財源化することは検討してい

るのか。

三ッ矢 憲 生君（自民）

・特例公債法案を予算と同時に採決することが見送られ

たが、同法案の成立に向けた今後の対応を伺いたい。

・欧州債務危機は、欧州の景気後退や金融機関の動向を

通じて、我が国経済にも影響を与える懸念があると考

えているが、安住財務大臣の認識を伺いたい。

・消費税率を引上げるために必要な条件についての安住

財務大臣の見解を伺いたい。

山 口 俊 一君（自民）

・特例公債法案は昨年同様、予算と同時に採決されない

見込みであるが、この事態の深刻さに対する安住財務

大臣の認識を伺いたい。また、特例公債法案は、いつ

までに成立すれば予算執行に支障はないと考えている

か。

・民主・自民・公明の３党で協議中の高校授業料無償化

に所得制限を設ける是非について、安住財務大臣の見

解を伺いたい。

・特会法改正案不成立により東日本大震災復興特別会計

が創設できなかった場合、平成 24 年度予算が成立して

も、同特会に計上するとされている予算は執行できな

いという理解でよいか。

・「地球温暖化対策のための税」の税収を森林吸収源対策

に充てることはできないとのことだが、再検討すべき

ではないか。

竹 下 亘君（自民）

・財務大臣には、予算と特例公債法案が同時に衆議院で

可決されるよう全力を尽くす責任があると考えるが、

自らの職責に対する安住財務大臣の覚悟を伺いたい。

・あるべき「環境税」は、①ＣＯ２排出量に応じて課税

する、②最終消費者が税負担を負う、③税収の使途を

地球温暖化対策に限定する、という３要件を満たす必

要があると考えるが、安住財務大臣の見解を伺いたい。

・京都議定書により、我が国が森林吸収源も活用して温

室効果ガス排出量を削減することを義務付けられてい

ることに鑑み、森林吸収源対策に要する経費の財源に

ついて手当てを講ずる必要があるのではないか。

・民主党政権において、平成 22 年度以来、当初予算にお

いて公債発行額が約 44 兆円に達している財政状況は、

政権交代前以上に深刻であると考えるが、安住財務大

臣の見解を伺いたい。

竹 内 譲君（公明）

・民主党は、かつて住民基本台帳ネットワークの導入に

反対していたが、共通番号制度法案を提出した理由に

ついて安住財務大臣に伺いたい。また、共通番号制度

導入によるメリット及びデメリットを伺いたい。

・金融機関が納付する預金保険料の預金保険料率はそろ

そろ引下げても良いと思うが、自見金融担当大臣の見

解を伺いたい。

・消費税率引上げに伴い、価格転嫁のための新たな仕組

みや課税逃れを防止するためにインボイスを導入する

ことについて、政府内でどのような議論があったのか
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伺いたい。

佐々木 憲 昭君（共産）

・岡田副総理が消費税増税による増収分の使途の説明を

変更した理由について、安住財務大臣に伺いたい。

・消費税増収分の使途の説明資料（政府・社会保障改革

本部「社会保障・一体改革で目指す将来像」）が変更（厚

生労働省「社会保障・一体改革で目指す将来像」）され

たことに伴い、変更後の説明資料では「消費税引上げ

に伴う社会保障支出の増」が 0.8 兆円に減額されてい

るが、差額の 1.9 兆円の財源は何に求めるのか教えて

ほしい。

・変更後の説明資料の「後代への負担のつけ回しの軽減」

に係る「高齢化等に伴う増（自然増）」「安定財源が確

保できていない既存の社会保障費」それぞれの金額と

国及び地方への配分割合を伺いたい。

豊 田 潤多郎君（きづな）

・消費税増税については、行財政改革を行ってから消費

税増税の議論に入るべきではないか。

・民主党の行政改革調査会の会長が短期間で交代してい

るが、本気で行政改革に取り組む気があるのか伺いた

い。

・社会保障と税の一体改革に係る関連法案の提出時期が

ずれ込むものがあるが、これで一体改革と言えるのか。


